
議案第２号 第１条 埼玉西部消防組合職員の給与に関する条例の一部改正 新旧対照表 

新 旧 

第２４条 次の各号のいずれかに該当する者には、前条第１

項の規定にかかわらず、当該各号の基準日に係る期末手当

（第４号に掲げる者にあっては、その支給を一時差し止め

た期末手当）は、支給しない。 

第２４条 次の各号のいずれかに該当する者には、前条第１

項の規定にかかわらず、当該各号の基準日に係る期末手当

（第４号に掲げる者にあっては、その支給を一時差し止め

た期末手当）は、支給しない。 

⑴・⑵ （略） ⑴・⑵ （略） 

⑶ 基準日前１月以内又は基準日から当該基準日に対応す

る支給日の前日までの間に離職した職員（前２号に掲げ

る者を除く。）で、その離職した日から当該支給日の前

日までの間に拘禁刑以上の刑に処せられたもの 

⑶ 基準日前１月以内又は基準日から当該基準日に対応す

る支給日の前日までの間に離職した職員（前２号に掲げ

る者を除く。）で、その離職した日から当該支給日の前

日までの間に禁錮以上の刑に処せられたもの 

⑷ 次条第１項の規定により期末手当の支給を一時差し止

める処分を受けた者（当該処分を取り消された者を除

く。）で、その者の在職期間中の行為に係る刑事事件に

関し拘禁刑以上の刑に処せられたもの 

⑷ 次条第１項の規定により期末手当の支給を一時差し止

める処分を受けた者（当該処分を取り消された者を除

く。）で、その者の在職期間中の行為に係る刑事事件に

関し禁錮以上の刑に処せられたもの 

第２５条 任命権者は、支給日に期末手当を支給することと

されていた職員で当該支給日の前日までに離職したものが

次の各号のいずれかに該当する場合は、当該期末手当の支

給を一時差し止めることができる。 

第２５条 任命権者は、支給日に期末手当を支給することと

されていた職員で当該支給日の前日までに離職したものが

次の各号のいずれかに該当する場合は、当該期末手当の支

給を一時差し止めることができる。 

⑴ 離職した日から当該支給日の前日までの間に、その者

の在職期間中の行為に係る刑事事件に関して、その者が

起訴（当該起訴に係る犯罪について拘禁刑以上の刑が定

められているものに限り、刑事訴訟法（昭和２３年法律

第１３１号）第６編に規定する略式手続によるものを除

⑴ 離職した日から当該支給日の前日までの間に、その者

の在職期間中の行為に係る刑事事件に関して、その者が

起訴（当該起訴に係る犯罪について禁錮以上の刑が定め

られているものに限り、刑事訴訟法（昭和２３年法律第

１３１号）第６編に規定する略式手続によるものを除



く。第３項において同じ。）をされ、その判決が確定し

ていない場合 

く。第３項において同じ。）をされ、その判決が確定し

ていない場合 

⑵ （略） ⑵ （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 任命権者は、一時差止処分について、次の各号のいずれ

かに該当するに至った場合には、速やかに当該一時差止処

分を取り消さなければならない。ただし、第３号に該当す

る場合において、一時差止処分を受けた者がその者の在職

期間中の行為に係る刑事事件に関し現に逮捕されていると

きその他これを取り消すことが一時差止処分の目的に明ら

かに反すると認めるときは、この限りでない。 

３ 任命権者は、一時差止処分について、次の各号のいずれ

かに該当するに至った場合には、速やかに当該一時差止処

分を取り消さなければならない。ただし、第３号に該当す

る場合において、一時差止処分を受けた者がその者の在職

期間中の行為に係る刑事事件に関し現に逮捕されていると

きその他これを取り消すことが一時差止処分の目的に明ら

かに反すると認めるときは、この限りでない。 

⑴ 一時差止処分を受けた者が当該一時差止処分の理由と

なった行為に係る刑事事件に関し拘禁刑以上の刑に処せ

られなかった場合 

⑴ 一時差止処分を受けた者が当該一時差止処分の理由と

なった行為に係る刑事事件に関し禁錮以上の刑に処せら

れなかった場合 

⑵・⑶ （略） ⑵・⑶ （略） 

４～６ （略） ４～６ （略） 

 


